
証券コード 2876
2024年６月７日

株 主 各 位
東 京 都 江 東 区 有 明 ３ 丁 目 ４ 番 10 号

代表取締役CEO 大 河 原 毅
第60期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
さて、当社第60期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申しあげます。

本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ
トに電子提供措置事項を掲載しております。

下記の当社ウェブサイトにアクセスのうえ、「投資家情報」、「招集通知」の順に選択して、ご
確認くださいますようお願い申しあげます。
当社ウェブサイト（ https://www.del-sole.co.jp/）

また、上記のほか、東京証券取引所（東証上場会社情報サービス）ウェブサイトにアクセスい
ただき、「銘柄名」に「デルソーレ」または「コード」に当社証券コード「2876」を入力・検索
し、「基本情報」「縦覧書類/㏚情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/
株主総会資料」欄よりご確認くださいますようお願い申しあげます。
東証上場会社情報サービス ウェブサイト
（https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show）

なお、当日ご出席いただくほか、書面（郵送）により議決権を行使することができますので、
お手数ながら株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に議案に対す
る賛否をご表示いただき、2024年６月24日（月曜日）午後５時45分までに到着するようご返
送くださいますようお願い申しあげます。

敬 具

― 1 ―

2024年05月24日 11時19分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20240402_01）



記
１. 日 時 2024年６月25日（火曜日）午前10時
２. 場 所 東京都江東区有明３丁目６番11号

ＴＦＴビル東館９階 会議室9−Ａ号室
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３. 会議の目的事項
報 告 事 項 第60期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）事業報告および計算

書類報告の件
決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役２名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあ
げます。
◎議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱わせて
いただきます。
◎株主総会におけるお土産・懇親試食会のご用意はございません。
◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、下記当社ウェブサイトおよび東証上場会社情報サービスウェブサイ
トに修正内容を掲載させていただきます。
当社 ウェブサイト
https://www.del-sole.co.jp/
東証上場会社情報サービス ウェブサイト
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金処分の件
剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
期末配当金に関する事項
当期の業績ならびに今後の事業展開等を総合的に勘案いたしまして、次のとおりといたしたい

と存じます。
① 配当財産の種類

金銭といたします。
② 配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金12円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は106,861,176円となります。

③ 剰余金の配当が効力を生ずる日
2024年６月26日といたしたいと存じます。
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第２号議案 取締役２名選任の件
当社経営体制をより一層強化するため、新たに取締役を２名増員いたしたく、選任をお願いす

るものであります。なお、新たに選任された取締役の任期は、当社定款の定めにより、他の在任
取締役の任期の満了する時までとなります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 数

１ ※
長
なが

林
ばやし

道
みち

生
お

(1964年10月14日生)

1988年４月 キリンビール株式会社に入社
2001年３月 同社営業本部首都圏営業本部 広域営業部市場

開発第２部 担当部長に就任
2004年４月 同社酒類営業本部マーケティング部商品担当

部長補佐に就任
2005年９月 同社酒類営業本部広域統括本部 広域販売推進

部 販売推進第２部 部長に就任
2009年６月 同社営業本部九州統括本部 宮崎支社長に就任
2011年４月 インターフード社（ベトナム）代表取締役社長

に就任
2015年３月 キリンビールマーケティング株式会社執行役員

広域販売推進統括本部 統括本部長に就任
2018年３月 キリンビール株式会社執行役員マーケティン

グ本部広域販売促進統括本部 統括本部長に就
任

2019年３月 メルシャン株式会社代表取締役社長に就任
2024年４月 当社に入社 戦略企画室 社長補佐 兼 特命担当

に就任（現任）

ー株
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候補者
番号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 数

２
※
近
こん

藤
どう

正
まさ

樹
き

(1955年１月５日生)

1978年４月 三菱商事株式会社に入社
2001年４月 同社食品本部コーヒーユニットマネージャーに

就任
2004年４月 同社食品本部付戦略企画室長に就任
2008年４月 ブラジル三菱商事会社社長に就任
2013年４月 三菱商事株式会社生活産業グループCEO補佐

に就任
2014年６月 日本KFCホールディングス株式会社代表取締

役社長に就任
2014年６月 日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社

代表取締役社長に就任
2021年６月 日本KFCホールディングス株式会社顧問に就

任

ー株

（注）１．※は新任の取締役候補者であります。
２．各取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
３．近藤正樹氏は、社外取締役候補者であります。なお、近藤正樹氏は、東京証券取引所の定めに基づく

独立役員の要件を満たしており、同氏の選任が承認された場合には、同氏を独立役員として指定し、
同取引所に届け出る予定であります。

４．近藤正樹氏は、大手総合商社におけるグローバルなビジネス経験ならびに外食事業企業における優れ
た経営実績および消費者視点の豊富な見識を持ち、当社の経営判断・意思決定の過程で助言・提言を
いただくことを期待していることから、社外取締役として選任をお願いするものであります。

５．当社は、会社法第427条第１項および定款の規定に基づき、社外取締役との間に同法第423条第１項
に定める賠償責任の限度額を、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときに限り、同法第
425条第１項に定める最低責任限度額とする旨の責任限定契約を締結することができるものとしてお
ります。近藤正樹氏が社外取締役に選任された場合は、同氏との間で責任限定契約を締結する予定で
あります。

６．当社は、会社法第430条の３第１項に基づき、現任取締役を被保険者として、取締役がその職務の執
行に関し責任を負うこと、または当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある
損害を補填する役員等賠償責任保険契約を締結しており、当該契約を継続し更新する予定であります。
なお、各取締役候補者が選任された場合には当該契約の被保険者となります。

以上
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事 業 報 告

(20232024
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで)

１．会社の現況に関する事項
（1）当事業年度の事業の状況

① 事業の経過および成果

当事業年度におけるわが国経済は、感染症対策としての行動制限が緩和され、経済活動
が正常化していく動きが進む一方、世界的な原材料・資源価格の高騰と緊迫した国際情勢
の長期化等によって、更なる物価上昇懸念が台頭するなど、依然として予断を許さない状
況が続いております。
このような経営環境の中で、当社は2023年度(2024年３月期）から2026年度（2027

年３月期）までの事業運営に関する「中期経営計画2026」を策定し、経営理念としてい
る「食と食の文化を通じてお客様に満足と幸せを提供する」ことを一貫して追い求め、
「食の安全・安心」を第一に掲げて、「“おいしい” で世界をつなぐ」をミッションに、業
績の向上と財務体質の改善を図り、経営基盤の強化に取り組んでまいりました。

ア． 食品事業
食品事業におきましては、外食業界等を主要取引先とする業務用分野では堅調に推移し

ているものの、食品スーパー・生協等の一般家庭用分野では、市場環境の変化に伴う食料
品の値上げが続いており、依然として節約志向の消費マインドは継続されております。
このような状況の中、主力である外食・中食市場において積極的に販路拡大を進めると

ともに、チルド品に加えて冷凍品の拡販を加速する一方、収益基礎の再構築を図るべく価
格改定やアイテム集約を実施してまいりました。具体的には、業務用分野では、大口取引
の見直しによって売上構成の効率化および高収益化を図ることで増収となりました。ま
た、本年（2024年）11月の創立60周年を記念した「高温窯焼き本格クラストTHE
PIZZA」に続き、第二弾新商品として、北海道の贅沢素材をトッピングした最上位商品
「HOKKAIDO PIZZA」を送り出すとともに、主力ロングセラー商品「手のばしナン」を
発売から19年を経て今般リニューアルするなど、高付加価値商品の展開ならびに当社冷
凍ピザラインナップの拡大に努めてまいりました。加えて、輸入商品ビジネスについて
は、ヨーロッパの本格冷凍パンおよびアメリカ産冷凍チーズの販売を強化する一方、当社
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商品の輸出にも販路を求め、円安を追い風とした海外市場の開拓にも努めております。
この結果、当事業年度の売上高は147億6千4百万円（前期比4.3％増）、セグメント利

益は15億1千3百万円（同36.0％増）となりました。

イ． 外食事業
外食事業におきましては、外食需要の回復傾向が強まりつつある一方で、コスト上昇圧

力は収まらず、慢性的な人手不足もあって、依然として厳しい経営環境が続いておりま
す。
このような状況の中、テイクアウトブランドの強化を図り、高級串焼・鶏総菜を提供す

る「京鳥」とヒット商品 “お好み鯛焼き” を提供する「おめで鯛焼き本舗」においては、
直営店に加えてフランチャイズ展開の拡大によって安定した収益確保を目指してまいりま
した。具体的には、４月に埼玉県上尾市で「おめで鯛焼き本舗アリオ上尾店」、大阪府大
阪市で「おめで鯛焼き本舗天王寺MIO店」を直営店として、４月に愛知県豊川市で「おめ
で鯛焼き本舗イオンモール豊川店」、９月に埼玉県南埼玉郡で「おめで鯛焼き本舗東武動
物公園店」、本年３月に長崎県長崎市で同県初となる「おめで鯛焼き本舗アミュプラザ長
崎店」をフランチャイズ店として出店しました。加えて直営店では、４月に東京都大田区
で「京鳥グランデュオ蒲田店」、本年３月に東京都中央区で「京鳥松屋銀座店」をリニュ
ーアルオープンしました。一方、早期業績回復を目的とした不採算店舗の閉店を積極的に
進め、居酒屋・レストラン業態で計５店舗を閉店しました。また販売促進施策として、特
にユニークな鯛焼き商品については人気テレビ番組で注目される機会も多いことから、話
題性のある有名テーマパークとコラボしたキャラクター焼きも手掛けるなどして、プロモ
ーション活動とＳＮＳを活用した情報発信にも注力しております。
この結果、当事業年度の売上高は30億4千1百万円（前期比10.7％増）、セグメント利

益は7千4百万円（前期はセグメント損失1億8百万円）となりました。

ウ． 管理部門
本社管理部門においては、財務体質の改善ならびにコスト競争力強化のための諸施策を

推進し、当社運営体制の効率化と諸経費の削減に努めてまいりました。

以上の諸施策を実施いたしました結果、当事業年度の売上高は177億8千4百万円（前
期比5.3％増）、営業利益は12億2千万円（同192.1％増）、経常利益は12億6千7百万円
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（同145.6％増）となりました。食品事業において、固定資産の減損損失を計上したこと
等により、当期純利益は5億9千9百万円（同97.9％増）となりました。

② 設備投資等の状況
当事業年度において実施した設備投資（無形固定資産を含む）の総額は3億３千７百万

円であります。その主な内訳は、食品事業における生産能力増強を目的とした設備の改修
や機械の購入、外食事業における改装および設備の改修であります。

③ 資金調達の状況
借入金残高は、前事業年度末に比べ2億6千万円減少し、2億1千万円となりました。

④ 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑥ 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

― 8 ―

2024年05月24日 11時19分 $FOLDER; 8ページ （Tess 1.50(64) 20240402_01）



（2）財産及び損益の状況

区 分 第57期
2021年３月期

第58期
2022年３月期

第59期
2023年３月期

第60期
(当事業年度)
2024年３月期

（千円）
売 上 高 16,630,621 15,458,153 16,893,408 17,784,656

（千円）
経 常 利 益 613,822 998,830 515,984 1,267,022

（千円）
当 期 純 利 益 251,361 641,692 302,973 599,447

（円）
１株当たり当期純利益 27.61 70.48 33.74 67.32

（千円）
総 資 産 10,659,738 10,629,678 11,029,657 10,737,497

（注）１．１株当たり当期純利益を除き、千円未満を切り捨てて表示しております。
２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第58期の期首から適

用しており、第58期以降の財産及び損益の状況については、当該会計基準等を適用した後の数値を
記載しております。

（3）重要な親会社および子会社の状況
① 親会社との関係

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
該当事項はありません。
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（4）対処すべき課題
食品・外食業界においては、先行きの不透明な事業環境が続く中、消費者ニーズや価値観

の多様化への対応が求められております。
こうした外部環境やライフスタイルの変化を、当社の強みを活かして収益基盤を再構築し、

今後のさらなる成長につなげていくチャンスととらえ、2023年５月に「中期経営計画
2026」を策定いたしました。
本中期経営計画を指針に、経営理念である「食と食の文化を通じてお客様に満足と幸せを
提供する」ことを一貫して追い求め、「“おいしい” で世界をつなぐ」をミッションに、持続
的な成長と中長期的な企業価値向上を実現してまいります。

① 「食の安全・安心」を最優先にした品質管理体制機能の充実

② 食品事業において、
・国内営業：取引先・品目毎の方針明確化による競争力強化、「デルソーレ」ブランドの
浸透

・製造開発/販売管理：ライン特性を活かした価値創造・生産性向上、物流効率化

③ 外食事業において、テイクアウトブランド「おめで鯛焼き本舗」「京鳥」（焼き鳥・鶏惣
菜）を中心とした事業ポートフォリオの再設計

④ 海外パートナー企業との協力体制強化、新規海外事業開拓

⑤ 「ONE DELSOLE」を行動軸とした、経営資源の最適配分と人的資本活性化

⑥ システム化、データ活用等による強固な管理体制構築と経営の効率化

⑦ ガバナンス体制および内部統制の充実による経営の健全性の確保

以上の取り組みを実施することにより、着実に業績の向上と経営基盤の強化に邁進する所
存であります。
株主の皆様におかれましては、より一層のご支援ご鞭撻を賜りますよう、お願い申しあげ

ます。
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（5）主要な事業内容（2024年３月31日現在）
当社は食品事業および外食事業を行っております。各事業の内容は、以下のとおりであり

ます。
① 食品事業

ピザおよびエスニックブレッド製品等の製造、販売を行っております。

② 外食事業
高級串焼・鶏惣菜および昇運・昇福鯛焼きのテイクアウト業態（直営・フランチャイ

ズ）ならびに外食店舗を展開しております。

（6）主要な営業所、工場および外食店舗（2024年３月31日現在）

当 社 本社：東京都江東区有明３丁目４番10号

食品事業

営業所
本店営業チーム (東京都江東区) 大阪支店 (大阪市淀川区）
九州支店 (福岡県古賀市）

工 場
多摩工場（東京都稲城市）千葉工場（千葉県成田市）
九州工場（福岡県古賀市）

外食事業

店 舗
鯛焼き直営店12店舗・フランチャイズ店26店舗 京鳥直営店14店舗
一番どり直営店８店舗・フランチャイズ店３店舗 郷どり燦鶏直営店１店舗
上海エクスプレス直営店１店舗・フランチャイズ店４店舗
ハーベスター八雲直営店１店舗
牛傳 をどり グリルハーベスター デルソーレSHOP
直営店７店舗・フランチャイズ店１店舗
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（7）使用人の状況（2024年３月31日現在）
使 用 人 数 前事業年度比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

247 名 △15 名 43.4 歳 12.9 年

（注）使用人数は、執行役員７名を含む就業人数であり、臨時従業員（有期雇用・短時間雇用）の平均雇用人
員712名（前事業年度比正規雇用換算25名減）は含まれておりません。

（8）主要な借入先の状況（2024年３月31日現在）
借 入 先 借 入 額

千円
株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 105,000
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 70,000

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 35,000

（9）その他会社の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項
（1）株式の状況（2024年３月31日現在）

① 発行可能株式総数 14,000,000株
② 発行済株式の総数 9,105,290株（自己株式200,192株を含む。）
③ 株主数 1,779名
④ 大株主（上位10名）

株 主 名 所 有 株 式 数 持 株 比 率
株 ％

大 河 原 愛 子 2,278,000 25.58

大 河 原 毅 1,534,250 17.23

ＰＴ ＩＮＤＯＦＯＯＤ ＣＢＰ ＳＵＫＳＥＳ ＭＡＫＭＵＲ ＴＢＫ 900,000 10.11

株 式 会 社 ミ ツ ウ ロ コ グ ル ー プ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 300,000 3.37

マ リ ン フ ー ド 株 式 会 社 264,800 2.97

株 式 会 社 ニ チ レ イ フ ー ズ 255,000 2.86

株 式 会 社 三 菱 UFJ 銀 行 215,000 2.41

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 200,000 2.25

日 清 製 粉 株 式 会 社 180,000 2.02

和 田 隆 介 155,700 1.75

（注）１．当社は、自己株式を200,192株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

（2）新株予約権等の状況
① 当事業年度末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株

予約権の状況（2024年３月31日現在）
該当事項はありません。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

③ その他、新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。
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３．会社役員に関する事項
（1）取締役および監査役の状況（2024年３月31日現在）

地位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 CEO 大河原 毅 ㈱ポポラマーマ取締役

代 表 取 締 役 社 長 大河原 泰

取 締 役 アーネストＭ．比嘉
㈱ヒガ・インダストリーズ 代表取締役会長兼社長
ウェンディーズ・ジャパン㈱ 代表取締役会長
学校法人昭和女子大学 理事
テンプル大学日本校 理事

取 締 役 森 山 敏 治 営業ユニット管掌

取 締 役 印 部 修 一
管理ユニット管掌
戦略企画室長
経理・財務チーム長

取 締 役 三 枝 広 幸 管理ユニット担当
総務・人事チーム長

取 締 役 武 長 栄 治 製造・開発ユニット管掌
生産技術チーム長

取 締 役 遠 藤 貢
㈱ピー・アンド・イー・ディレクションズ 顧問
杉田エース㈱ 顧問
一般社団法人国際食文化交流協会 理事
㈱トライ・インターナショナル 社外取締役

常 勤 監 査 役 金 原 俊一郎

監 査 役 髙 栁 泉

監 査 役 山 田 勝 重
山田法律特許事務所 パートナー所長
日本メディカルビジネス㈱ 社外監査役
㈱スーパーナース 社外監査役

（注）１．取締役遠藤貢氏は、社外取締役であり、独立役員として東京証券取引所に届け出ております。
２．監査役金原俊一郎氏および山田勝重氏は、社外監査役であり、金原俊一郎氏を独立役員として東京証

券取引所に届け出ております。
３．監査役金原俊一郎氏は、国際的企業における業務経験と財務および会計に関する相当程度の知見を有

しております。
４．監査役山田勝重氏は、弁護士として企業法務に精通しており、財務および会計に関する相当程度の知

見を有しております。
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（2）責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役遠藤貢氏ならびに社外監査役山田勝重氏は、会社法第427条第１項およ

び定款の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており
ます。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限
度額としております。

（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、保険会社との間で、当社ならびに当社取締役、当社監査役等を被保険者として会

社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しております。なお、当
該契約の保険料は、全額当社が負担しております。
当該契約の内容の概要は、取締役、監査役等の役員がその地位に基づいて行った行為に起

因して負うこととなる法律上の損害賠償金および争訟費用（株主代表訴訟を含む）を補償の
対象としております。ただし、被保険者が違法に利益または便宜を得た場合、また犯罪行
為、不正行為、詐欺行為または法令、規則または取締法規に違反することを認識しながら行
った行為等については、補償の対象外としております。
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（4）取締役および監査役の報酬等
ア．取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針等に関する事項

当社取締役会は、取締役が受ける報酬等の額の決定に関する方針等を以下のとおり決
定しております。また、監査役の個人別報酬等は、監査役の協議によるものとされてお
ります。
当社の役員報酬は、固定報酬と役員退職慰労金による業績連動報酬以外の報酬等と業

績連動報酬によって構成されており、これらの構成比率は、毎期の持続的な業績改善に
加えて中長期的な業績の安定と向上を重視する観点に立ち、固定報酬に比重をおいて設
定されております。
固定報酬については、各役員の職務に対して毎月一定額を支給する報酬であり、役員

退職慰労金については、在任期間に応じて所定額を引き当て、退任時に一括して支給す
る報酬であります。また業績連動報酬については、期初の業績予想値を指標とする達成
度等を基礎としつつ経営環境を踏まえて、当該定時株主総会終了後に支給する報酬であ
ります。なお、その支給総額についての妥当性を経営会議および取締役会で審議するも
のとしております。また、これらの報酬等は、株主総会において決議された報酬総額の
範囲内で決定されるものであります。
取締役の個人別報酬等の金額またはその算定方法については、取締役会が決定いたし

ます。取締役会においては、これを取締役会議長または代表取締役CEOに一任するこ
とを決議のうえ、役位・職責、業績および目標達成度等を総合的に勘案して決定される
ものとしております。ただし、非業務執行取締役の報酬等は、その役割に鑑みて業績連
動報酬以外の報酬のみとしております。

イ．取締役および監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役の報酬限度額は、2022年６月23日開催の第58期定時株主総会において年額

400百万円以内（うち社外取締役分は年額50百万円以内）と決議いただいております
（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません）。当該定時株主総会終結時点
の取締役の員数は12名（うち社外取締役２名）であります。
監査役の報酬限度額は、1994年６月29日開催の第30期定時株主総会において年額

30百万円以内と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点での監査役の員
数は３名であります。

ウ．取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
当事業年度においては、2023年６月28日開催の取締役会の決議に基づき、代表取締
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役CEO大河原毅氏に対して、各取締役の個人別の報酬等の決定を委任しております。
当社の多角的な事業展開に係る業績評価においては、各取締役の貢献度の判断等さま

ざまな要素を含むため、取締役会の合議等によることは難しいものと考えております。
このため、社内外における経営環境ならびに経営状況を俯瞰しつつ業務執行を統括す
る、最高経営責任者（代表取締役CEO)による総合的な判断に基づき各取締役の報酬の
内容が決定されるものとしております。
なお、上記理由によって、取締役の個人別報酬等が決定されていることから、取締役

会はその内容が決定方針に沿うものであると判断しております。
エ．当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の総額等

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる役員
の員数（人）固定報酬 業績連動報酬 退職慰労引当金

繰入額
取締役

（うち社外取締役）
213
（６）

164
(６)

21
（―）

28
（０）

13
（３）

監査役
（うち社外監査役）

19
（12）

16
（10）

１
（０）

１
（１）

４
（３）

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．報酬等の総額には、当事業年度に係る全役員の退職慰労引当金繰入額が含まれております。
３．2023年６月28日開催の第59期定時株主総会決議に基づき支給した役員退職慰労金は、下記のとおり

でございます。
取締役 ５名 404百万円（うち社外取締役 ２名 ２百万円）
監査役 １名 5百万円（うち社外監査役 １名 ５百万円）

４．当事業年度末現在の員数は、取締役８名（うち社外取締役１名）、監査役３名（うち社外監査役２名）
であります。上記の支給人数と相違しているのは、2023年６月28日開催の第59期定時株主総会終結
の時をもって退任した取締役５名および監査役１名を含んでいるためであります。

５．当社は業績連動報酬として賞与を支給しております。業績連動報酬につきましては、特定の指標に偏
ることなく、さまざまな要因と成果を織り込む必要があることから、期初の業績予想値を指標とする
達成度を基礎としつつ経営環境を踏まえて算定しております。また、その支給総額についての妥当性
を経営会議および取締役会で審議するものとしております。なお、当事業年度における業績連動報酬
に係る指標の目標は期初の業績予想値であり、実績は当事業年度の計算書類等のとおりであります。
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（5）社外役員に関する事項
ア．他の法人等との兼職状況（他の法人等の業務執行者である場合または他の法人等の社外

役員である場合）および当社と当該他の法人等との関係
区 分 氏 名 兼職先 兼職内容 当該他の法人等との関係

取締役 遠 藤 貢

㈱ピー・アンド・イー・ディ
レクションズ 顧問 当社と左記会社との間には特

別の関係はございません。

杉田エース㈱ 顧問 当社と左記会社との間には特
別の関係はございません。

一般社団法人国際食文化交流
協会 理事 当社と左記団体との間には特

別の関係はございません。
㈱トライ・インターナショナ
ル 社外取締役 当社と左記会社との間には特

別の関係はございません。

監査役 山 田 勝 重

山田法律特許事務所 パートナー
当社と山田法律特許事務所と
の間には法律顧問契約を締結
しております。

日本メディカルビジネス㈱ 社外監査役 当社と左記会社との間には特
別の関係はございません。

㈱スーパーナース 社外監査役 当社と左記会社との間には特
別の関係はございません。

イ．当事業年度における主な活動状況
取締役会および監査役会への出席状況

区 分
取締役会（14回開催) 監査役会（14回開催)

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

取 締 役 遠 藤 貢 ９回 90％ − −

監 査 役 金 原 俊一郎 10回 100％ 10回 100％

監 査 役 山 田 勝 重 14回 100％ 14回 100％

（注）社外取締役遠藤貢氏は2023年６月28日の選任後、10回開催した取締役会のうち９回に
出席しております。また、社外監査役金原俊一郎氏は2023年６月28日の選任後、10回開催し
た取締役会および10回開催した監査役会のうちすべてに出席しております。
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ウ．取締役会ならびに監査役会における発言状況
社外取締役遠藤貢氏は、食料品企業における営業からマーケティングおよび商品開発に

亘る幅広い実務経験を活かし客観的観点から適宜発言を行っております。
社外監査役金原俊一郎氏は、国際的企業における業務経験に基づく財務・経理に関して

の専門的見地から適宜発言を行い、社外監査役山田勝重氏は、弁護士としての専門的見地
から主に法務的な意見を述べております。

エ．社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要
遠藤貢氏は社外取締役として、取締役会において食料品企業に関する知見・経験を踏ま

え、適宜発言を行うとともに議決権を行使しました。さらに、別途、代表取締役等と経営
課題の共有化や情報交換・意見交換を行いました。これらの活動等を通じて、当社の取締
役会における多様な視点からの意思決定に寄与するとともに、業務執行者から独立した客
観的な立場で、当社の経営に対する監督を行っており、社外取締役として期待される役割
を適切に果たしております。

オ．当社の親会社または当社親会社の子会社等から当事業年度の役員として受けた報酬等の
額
該当事項はありません。
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４．会計監査人の状況
（1）名称 明星監査法人

（2）報酬等の額
区 分 支払額（千円）

公認会計士法第２条第１項の業務（監査証明業務）に係る報酬等の額 25,000

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 25,000

（注）１．当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえた上
で、監査チームの連続性を勘案し、本年度の監査計画における監査時間および監査報酬の妥当性を検
討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、上記の金額にはこれらの
合計額を記載しております。

（3）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
会計監査人の解任につきましては、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定めるいず

れかの事由に該当した場合、監査役会は監査役全員の同意により会計監査人を解任いたしま
す。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまし
て、会計監査人を解任した旨と解任理由を報告いたします。
また、上記の場合の他、会計監査人の職務遂行の状況、監査の品質等を総合的に勘案し

て、監査役会は会計監査人の解任または不再任に関する株主総会議案の内容を決定いたしま
す。

（4）責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。
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５．会社の体制および方針
（1）業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要

取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制、その他会社
の業務の適正を確保するための体制についての決定内容および当該体制の運用状況の概要
は、以下のとおりであります。

① 当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制
当社グループは、役員及び従業員の法令遵守を目的とする行動規範の一環として、コン

プライアンス10カ条を整備しており、その運用の徹底をはかります。
また、当社グループのすべての役員・従業員の職務に関する不法行為等について、外部

への法律相談等の窓口を設置するとともに、研修等によりコンプライアンス意識の向上を
はかります。また、当社の監査役は、当社グループの主要な会議に出席し、意思決定事項
が法令及び定款に適合することを確認することとします。

② 取締役の職務の執行にかかる情報の保存及び管理に関する体制
当社は取締役の職務執行に係る電磁的記録を含む文書、その他重要な情報について、法

令及び社内規程に基づき適正に保存及び管理し、取締役及び監査役は必要に応じこれを閲
覧できることとします。

③ 当社及び当社子会社の損失の危険に関する規程その他の体制
当社グループは、法令や定款違反その他の事由に基づく損失の危険を発見した場合に

は、社内規程（各業務に関する規程、経理財務に関する規程等）に基づき、必要な指示を
各部署に対して行うこととします。
また、リスク管理委員会を開催し、事業等に係るリスクの洗い出し、選別並びにその対

応を検討し、会社全体として取組む体制を構築します。さらにコンプライアンス意識の徹
底をリスク管理の重要な要素と位置づけており、社内での啓蒙に努めております。
また、組織間の牽制機能が充分に働くように職務分掌の明確化を図り、権限及び責任に

ついても必要に応じて規程を見直すことによって種々のリスクのコントロールを目指して
おります。
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④ 当社及び当社子会社の取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社グループは、取締役会で各取締役の職務分担を決定し、規程により取締役の権限及

び責任等を明確にし、業務執行の適正化及び効率化をはかるものとします。
また、取締役会は原則として毎月一回開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、法

令、定款及び取締役会規程に定める重要事項を決議しております。

⑤ 当社及び当社子会社からなる当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
コンプライアンス体制及び危機管理体制は、当社を中心としてグループ全体での整備・

運用を行うこととしますが、グループ全体の業績確保のため、各社の目標と役割分担は明
確化して業務遂行にあたります。
当社は、子会社に対し法令遵守、損失の危機の管理等の主要な内部統制項目につき、必

要に応じ内部統制システムの整備に関する助言・指導を行うものとします。なお、財務情
報の信頼性の確保については連結対象会社を対象に内部統制システムを整備するものとし
ます。

⑥ 監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制とその場合における当該使用人に関する
事項
当社は、監査役の求めがあったときは、監査役の職務を補助する使用人として適切な人

材を配置するものとします。

⑦ 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に
対する指示の実効性の確保に関する事項
監査役の職務を補助すべき使用人は、当該職務を行うにあたっては、監査役の指揮・命

令のみに服し、取締役その他の使用人の指揮・命令は受けないものとします。

⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
監査役は、取締役会をはじめ重要な会議に出席し、全ての社内稟議書を閲覧するととも

に、内部監査と緊密な連携を保ちつつ、客観的な監査を実施する体制を整備しておりま
す。
また、当社グループの取締役及び使用人は、法令等の違反行為等、当社に著しい損害を

及ぼす恐れのある事実については、発見次第、直ちに当社の監査役に対して報告を行うも
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のとします。

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われていることを確保するための体制
当社グループの役員及び従業員は、監査役の要請事項に対して積極的に協力することと

し、監査役は必要に応じて弁護士・公認会計士など各分野の専門家等を活用できるものと
します。さらに、監査役は全ての内部監査報告書、改善指示書を閲覧し、必要に応じて内
部監査室との帯同監査を実施する体制を整備しております。
また、当社は、監査役がその職務の執行について生じる費用の前払い等の請求をしたと

きは、当該請求に係る費用が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除
き、速やかに当該費用を負担するものとします。

⑩ 財務報告の信頼性を確保するための体制
当社グループは財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づく有効かつ適

切な内部統制報告書提出に向け、内部統制システムの構築を行います。また、その仕組み
が適正に機能することを継続的に評価し、必要な是正を行うこととします。

⑪ 反社会的勢力の排除について
当社グループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える勢力及び団体との関係を遮断す

ることを社内に徹底しており、これら勢力からの不当な要求に接した時には毅然とした態
度により対応するようにコンプライアンス10カ条で定めるとともに、不当要求等には、
警察や弁護士等の外部専門機関と連携する協力体制を整備しております。

⑫ 業務の適正を確保する体制の運用状況の概要
コンプライアンスについては、コンプライアンス10カ条を整備してその運用を徹底す

るとともに、研修を実施してコンプライアンス意識の向上を図りました。
リスク管理については、リスク管理委員会を開催し、事業等に係るリスクの洗い出し、

選別ならびにその対応を検討して全社的な情報共有を図りました。
取締役の職務執行については、取締役会によって、法令で定められた事項および経営に

関する重要事項の決定、業務執行状況の報告および経営の監督を行いました。また、重要
な個別案件の方針を迅速に意思決定する目的で経営会議を定期的に開催しております。
監査役の監査体制については、監査役は取締役会および経営会議への出席ならびに社内
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稟議書の閲覧を行うとともに、必要に応じて取締役等から説明を受けております。また、
会計監査人および内部監査室とも適宜情報交換を行っております。
内部監査については、内部監査室が内部監査計画に基づき当社の各部門の業務執行の監

査を実施しました。

（2）会社の支配に関する基本方針
当社では、会社の財務および事業の決定を支配する者のあり方に関する基本方針について

は、特に定めておりません。
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貸 借 対 照 表
（2024年３月31日現在）

(単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産 6,368,715 流 動 負 債

電 子 記 録 債 務
買 掛 金
１年内返済予定の長期借入金
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
預 り 金
前 受 収 益
賞 与 引 当 金
資 産 除 去 債 務
そ の 他

固 定 負 債
長 期 借 入 金
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
資 産 除 去 債 務
そ の 他

2,734,130
66,542

1,454,444
60,000

317,487
233,987
253,357
42,203

293
153,556
32,400

119,856
1,371,219
150,000
558,781
244,892
378,103
39,442

現 金 及 び 預 金 2,257,115
売 掛 金 2,844,330
商 品 及 び 製 品 846,165
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 282,741
前 払 費 用 87,195
そ の 他 51,166

固 定 資 産 4,368,782
有 形 固 定 資 産 3,184,583
建 物 1,173,113
構 築 物 17,856
機 械 及 び 装 置 1,060,383
車 両 運 搬 具 5,064
工 具、 器 具 及 び 備 品 94,004
土 地 827,660
建 設 仮 勘 定 6,500

無 形 固 定 資 産 11,209
ソ フ ト ウ エ ア 11,209

投 資 そ の 他 の 資 産 1,172,989
投 資 有 価 証 券 229,849
破 産 更 生 債 権 等 1,250 負 債 合 計 4,105,350
長 期 前 払 費 用 222 （純 資 産 の 部）
繰 延 税 金 資 産 501,757 株 主 資 本 6,571,081
敷 金 及 び 保 証 金 429,100 資 本 金 922,939
そ の 他 12,058 資 本 剰 余 金 1,259,205
貸 倒 引 当 金 △1,250 資 本 準 備 金 1,125,651

そ の 他 資 本 剰 余 金 133,554
利 益 剰 余 金 4,476,373
利 益 準 備 金 72,215
そ の 他 利 益 剰 余 金 4,404,158
別 途 積 立 金 610,000
繰 越 利 益 剰 余 金 3,794,158

自 己 株 式 △87,436
評 価 ・ 換 算 差 額 等 61,065
その他有価証券評価差額金 61,065

純 資 産 合 計 6,632,146
資 産 合 計 10,737,497 負 債 純 資 産 合 計 10,737,497
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損 益 計 算 書

(20232024
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで)

(単位：千円)
科 目 金 額

売 上 高 17,784,656
売 上 原 価 10,964,987

売 上 総 利 益 6,819,669
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,599,197

営 業 利 益 1,220,471
営 業 外 収 益

受 取 利 息 17
受 取 配 当 金 10,813
受 取 手 数 料 796
受 取 賃 貸 料 180
受 取 補 償 金 66,729
助 成 金 収 入 250
消 耗 品 売 却 収 入 33,866
そ の 他 17,731 130,386

営 業 外 費 用
支 払 利 息 2,896
支 払 保 証 料 6,755
設 備 休 止 費 用 23,846
工 場 閉 鎖 損 失 5,643
火 災 損 失 42,640
そ の 他 2,053 83,835
経 常 利 益 1,267,022

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 1,465
国 庫 補 助 金 受 贈 益 87,737 89,202

特 別 損 失
減 損 損 失 318,741
固 定 資 産 除 却 損 7,530
店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金 繰 入 額 11,006
固 定 資 産 圧 縮 損 83,657
そ の 他 1,703 422,640

税 引 前 当 期 純 利 益 933,585
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 288,854
法 人 税 等 調 整 額 45,283 334,138
当 期 純 利 益 599,447
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株主資本等変動計算書

(20232024
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで)

(単位：千円)
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
当期首残高 922,939 1,125,651 133,554 1,259,205
当期変動額
剰余金の配当
当期純利益
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当期変動額合計 − − − −
当期末残高 922,939 1,125,651 133,554 1,259,205

株主資本
利益剰余金

自己株式 株主資本
合計利益

準備金
その他利益剰余金 利益剰余金

合計別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 72,215 610,000 3,283,762 3,965,977 △87,436 6,060,685
当期変動額
剰余金の配当 △89,050 △89,050 △89,050
当期純利益 599,447 599,447 599,447
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当期変動額合計 − − 510,396 510,396 − 510,396
当期末残高 72,215 610,000 3,794,158 4,476,373 △87,436 6,571,081
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(単位：千円)

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評価差額金
評価・換算差額等

合計
当期首残高 21,118 21,118 6,081,804

当期変動額

剰余金の配当 △89,050

当期純利益 599,447
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 39,946 39,946 39,946

当期変動額合計 39,946 39,946 550,342

当期末残高 61,065 61,065 6,632,146
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
その他有価証券
・市場価格のない株式等
以外のもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は、
全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均
法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
② デリバティブ 時価法
③ 棚卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
イ．商品、原材料 月別総平均法
ロ．製品 月別総平均法
ハ．貯蔵品 主として移動平均法

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ７年〜38年
機械及び装置 10年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。
ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内
における利用可能期間 (５年）に基づく定額法によって
おります。
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（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により算定し、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員の賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額の
うち当事業年度負担額を計上しております。

③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における
退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末において
発生していると認められる額を計上しております。

④ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金
規程に基づく当事業年度末要支給額を計上しておりま
す。

⑤ 店舗閉鎖損失引当金 店舗の閉店に伴い発生する損失に備えるため、閉店を決
定した店舗について、将来発生すると見込まれる損失額
を計上しております。

（4）収益及び費用の計上基準
当社の主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下の通

りであります。
① 食品事業

食品事業においては、食料品の製造・加工及び販売を行っております。このような製商
品の販売については、顧客が支配を獲得することにより、当社の履行義務が充足されると
判断しております。当社では、「収益認識に関する会計基準の適用指針」の出荷基準等の
取扱いを適用し、製商品の出荷時から顧客に支配が移転される時までの期間が１〜２日程
度であるため、出荷時に収益を認識しております。
なお、製商品の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他の

当事者が提供する製商品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純
額を収益として認識しております。
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② 外食事業
外食事業においては、レストラン店舗におけるサービスの提供、食物販及び宅配の経

営、フランチャイズ（FC）加盟者に対する物品の販売、FC加盟者に対する経営指導及び
店舗運営指導等を行っております。
レストラン店舗におけるサービスの提供は、顧客からの注文に基づく料理の提供であ

り、顧客へ料理を提供し対価を受領した時点で履行義務が充足されることから、当該時点
で収益を認識しております。
食物販及び宅配の経営、並びにFC加盟者に対する物品の販売による収益は、顧客に商

品を引き渡した時点で履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識しておりま
す。
FC加盟者に対する経営指導及び店舗運営指導等に基づくロイヤリティ収入は、契約相

手先の売上等を算定基礎として測定し、契約期間にわたり均一のサービスを提供するもの
であるため、時の経過に応じて履行義務が充足されると判断しており、役務を提供する期
間にわたり収益を認識しております。

（5）重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法 為替予約については、繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約につ
いては振当処理によっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…為替予約
ヘッジ対象…外貨建予定取引

③ ヘッジ方針 為替予約は、通常の取引の範囲内で、外貨建予定取引に
係る将来の為替レートの変動リスクを回避することを目
的に利用しております。

④ ヘッジの有効性評価の方法 為替予約については、ヘッジ取引開始時には、社内管理
規程に基づき予想される相場変動をヘッジ手段に個別に
対応させて有効性を判定しております。ヘッジ取引時以
降は、ヘッジ対象とヘッジ手段との間の相関関係を社内
管理規程に基づきテストしております。
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２．会計上の見積りに関する注記
（1）固定資産の減損損失

① 当事業年度の計算書類に計上した金額
（単位：千円）

食品事業 外食事業
有形固定資産 2,875,889 202,402

無形固定資産 4,616 2,720

長期前払費用 − 185

減損損失 317,100 1,640

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
資産又は資産グループに減損の兆候が存在する場合には、当該資産から生ずる割引前

将来キャッシュ・フローと固定資産簿価を比較し、減損の要否を決定しております。
（食品事業）
・事業用資産について、管理会計上の単位を資産グループの基礎とし、独立したキャッ
シュ・フローを生み出す最小単位でグルーピングを行っております。割引前将来キャッ
シュ・フローの見積りは、主要な事業であるピザ、エスニックブレッド製品等の販売に
おける中期事業計画を基礎としております。中期事業計画においては、製品品目別、顧
客・業態別、生産能力を考慮した中長期の売上高見込み、売上高成長率、売上総利益率
を主要な仮定として用いております。当該見積りは、将来の不確実な経済状況や経営環
境の変化によって重要な影響を受ける可能性があります。
（外食事業）
・事業用資産について、各店舗における過去2か年の損益の趨勢、見積将来キャッシ
ュ・フローを基礎に検討しており、割引前将来キャッシュ・フローの見積りは店舗ごと
の予算及びその後の期間の成長率予想に基づいて見積っております。当該見積りは、将
来の不確実な経済状況や経営環境の変化によって重要な影響を受ける可能性がありま
す。
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（2）繰延税金資産の回収可能性
・当事業年度計上額 繰延税金資産 501,757千円
・識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によっ

て見積っております。当該見積りは、将来の不確実な経済状況や経営環境の変化によっ
て影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異な
った場合、翌事業年度の計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える
可能性があります。

３．貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 5,801,282千円
（2）国庫補助金等の受入により有形固定資産の取得価額から
控除している圧縮記帳額

83,657千円
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４．株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末

普通株式 9,105,290株 −株 −株 9,105,290株

（2）自己株式に関する事項
株式の種類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末

普通株式 200,192株 −株 −株 200,192株

（3）配当に関する事項
① 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の
総額

（千円）
配当の原資

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効 力
発生日

2023年６月28日
定時株主総会 普通株式 89,050 利益剰余金 10.00 2023年

３月31日
2023年
６月29日

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決 議 株式の種類
配当金の
総額

（千円）
配当の原資

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効 力
発生日

2024年６月25日
定時株主総会 普通株式 106,861 利益剰余金 12.00 2024年

３月31日
2024年
６月26日
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５．税効果会計に関する注記
（繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳）

繰延税金資産
投資有価証券評価損 21,353千円
会員権評価損 4,506千円
貸倒引当金 382千円
賞与引当金 47,018千円
減損損失 126,702千円
減価償却費 16,551千円
退職給付引当金 171,098千円
役員退職慰労引当金 74,985千円
未払事業税 19,521千円
資産除去債務 125,696千円
関係会社株式評価損 14,455千円
その他 48,878千円
繰延税金資産小計 671,152千円
評価性引当額 △121,587千円
繰延税金資産合計 549,564千円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 25,519千円
固定資産評価差額 153千円
資産除去債務に対応する除去費用 22,134千円
繰延税金負債合計 47,807千円
繰延税金資産の純額 501,757千円
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６．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については基本

的には銀行等金融機関からの借入による方針です。デリバティブは、借入金の金利変動リ
スクや外貨建予定取引の為替リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行いませ
ん。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して

は、当社の与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主
な取引先の信用状況を定期的に把握する体制としております。
投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上

の関係を有する企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されており
ます。
敷金及び保証金は、店舗等の賃貸借契約に伴うものであります。
営業債務である電子記録債務、買掛金及び未払金は、１年以内の支払期日であります。
借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は営業取

引及び設備投資に係る資金調達です。
デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行って

おり、また、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高
い金融機関とのみ取引を行っております。
また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社では、月次に資

金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
2024年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。
(単位：千円)

貸借対照表
計上額 時価 差額

投資有価証券

その他有価証券 166,246 166,246 −

敷金及び保証金 429,100 427,048 △2,051

資産計 595,346 593,295 △2,051
長期借入金
（１年内返済予定含む） 210,000 208,934 △1,065

負債計 210,000 208,934 △1,065

（※１） 現金及び預金、売掛金、電子記録債務、買掛金、未払金は、短期間で決済されるものであるため、時
価は帳簿価額と近似していることから、記載を省略しております。
（※２） 市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の貸借対照表計上
額は以下のとおりであります。

(単位：千円)
区分 貸借対照表計上額

非上場株式 63,603

― 37 ―

2024年05月24日 11時19分 $FOLDER; 37ページ （Tess 1.50(64) 20240402_01）



（注１）金銭債権の決算日後の償還予定額
当事業年度（2024年３月31日）

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 2,257,115 − − −
売掛金 2,844,330 − − −
敷金及び保証金（※） 81,373 163,524 3,000 −

合計 5,182,818 163,524 3,000 −
（※）敷金及び保証金のうち、現時点において償還予定が確定していないものについては、記載をして
おりません。

（注２）長期借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額
当事業年度（2024年３月31日）

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 60,000 60,000 60,000 30,000 − −
合計 60,000 60,000 60,000 30,000 − −
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（3）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形

成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格に
より算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット
以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。

①時価で貸借対照表に計上している金融商品
当事業年度（2024年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
その他有価証券
株式 166,246 − − 166,246

資産計 166,246 − − 166,246
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②時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
当事業年度（2024年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 − 427,048 − 427,048

資産計 − 427,048 − 427,048
長期借入金
(１年内返済予定含む) − 208,934 − 208,934

負債計 − 208,934 − 208,934

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されてい

るため、その時価をレベル１の時価に分類しております。
敷金及び保証金
敷金及び保証金の時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、将来キャッシュ・フ

ローを国債の利回りなど適切な指標を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２
の時価に分類しております。
長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額と、新規に同様の借入を行った場合に想定される

利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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７．関連当事者との取引に関する注記
役員及び個人主要株主等

(単位：千円)

種 類 会社等の名称
議 決 権 等 の
所有 (被所有 )
割 合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

株 式 会 社 ヒ
ガ・インダス
トリーズ

(注１)
― 同社製品の

購入
商品・原材
料の仕入

(注２)
1,321,052

電 子 記 録
債 務 66,542

買 掛 金 49,679

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）当社取締役アーネストＭ．比嘉が同社代表取締役会長兼社長を務めております。
（注２）商品及び原材料の仕入については、市場価格を勘案し交渉の上決定しております。
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８．収益認識に関する注記
（1）収益の分解情報

収益認識の時期別に分解した金額は以下のとおりであります。
一時点で移転される財又はサービス 17,755,626千円
一定の期間にわたり移転される財又はサービス 29,030千円

（2）収益を理解するための基礎となる情報
①食品事業
食品事業においては、食料品の製造・加工及び販売を行っております。このような製商品

の販売については、顧客が支配を獲得することにより、当社の履行義務が充足されると判断
しております。当社では、「収益認識に関する会計基準の適用指針」の出荷基準等の取扱い
を適用し、製商品の出荷時から顧客に支配が移転される時までの期間が１〜２日程度である
ため、出荷時に収益を認識しております。
なお、製商品の販売のうち、特定の委託生産取引契約に係る収益について、顧客への製商

品の提供における当社の役割を判断した結果、当社は、在庫リスク及び価格設定の裁量権を
有しておらず、当該他の当事者により製品が提供されるように手配することが当社の履行義
務であることから、代理人として取引を行っていると判断しております。当社が代理人に該
当すると判断したものについては、他の当事者が提供する製商品と交換に受け取る額から当
該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識しております。
製商品の販売契約における対価は、顧客との個別契約に基づきますが、市場慣行に整合し

た支払期限となっており、約束した対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。
また、リベートは売上高から控除しておりますが、重大な戻入が生じない可能性が非常に

高い範囲でのみ収益を計上しております。リベートの見積りに際しては、顧客との契約に基
づき、①一定期間における売上の割戻し契約、②販売実績に応じてリベート率を乗じる達成
契約、又は①②を併せたリベート契約を基に算出しております。
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②外食事業
外食事業においては、レストラン店舗におけるサービスの提供、食物販及び宅配の経営、

フランチャイズ（FC）加盟者に対する物品の販売、FC加盟者に対する経営指導及び店舗運
営指導等を行っております。
レストラン店舗におけるサービスの提供は、顧客からの注文に基づく料理の提供であり、

顧客へ料理を提供し対価を受領した時点で履行義務が充足されることから、当該時点で収益
を認識しております。各月の収益として計上された金額は、利用者により選択された決済手
段に従って、クレジット会社等が別途定める支払条件により履行義務充足後、短期のうちに
支払いを受けており、対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。
食物販及び宅配の経営、並びにFC加盟者に対する物品の販売による収益は、顧客に商品

を引き渡した時点で履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。
約束された対価は履行義務の充足時点から概ね１ヶ月で支払いを受けており、対価の金額に
重要な金融要素は含まれておりません。
FC加盟者に対する経営指導及び店舗運営指導等に基づくロイヤリティ収入は、契約相手

先の売上等を算定基礎として測定し、契約期間にわたり均一のサービスを提供するものであ
るため、時の経過に応じて履行義務が充足されると判断しており、役務を提供する期間にわ
たり収益を認識しております。約束された対価は履行義務の充足時点から概ね１ヶ月で支払
いを受けており、対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。

９．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 744円76銭
（2）１株当たり当期純利益 67円32銭

10. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

11. その他の注記
記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
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12. 追加情報
（1）受取補償金について

当事業年度の損益計算書に計上している受取補償金は、主として当社製品在庫の一部を
寄託する他社営業倉庫にて、2024年１月に発生した火災に関する補償金によるものであ
ります。

（2）火災損失について
当事業年度の損益計算書に計上している火災損失は、当社製品在庫の一部を寄託する他

社営業倉庫にて2024年１月に発生した火災により、出荷不能となった在庫に係る損失で
あります。
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2024年５月23日
株式会社デルソーレ
取締役会 御中

明星監査法人
東京都千代田区
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 福 島 泰 三
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 大 内 純

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社デルソーレの2023年4月1日から

2024年3月31日までの第60期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法
人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその
他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手し
たと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類
等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計
算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためにセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告
監 査 報 告 書

当監査役会は、2023年４月1日から2024年３月31日までの第60期事業年度における取締役の職務の執行に関して、各監査役
が作成した監査報告書に基づき、審議の上、監査役全員の一致した意見として本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたしま
す。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、当期の監査の方針、業務の分担等を定め、各監査役はそれらに基づいてそれぞれ監査を実施するとともに、原
則月例で開催した監査役会で情報の共有を図り、意見の交換を行いながら監査を進めました。具体的には、取締役等及び会計
監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。又、取締役の競業取引、取締役と会社
間の利益相反取引、会社が行った無償の利益供与、株主との通例的でない取引並びに自己株式の取得及び処分に関しては、上
記の方法のほか、取締役から「職務執行確認書」の提出を求め、調査しました。

（２）各監査役は、監査役会が決めた当期の監査の方針、業務の分担等に従い、電話回線又はインターネット等を経由した手段
も活用しながら、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報収集及び監査環境の整備に努めるとともに、
以下の方法で監査を実施いたしました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につき報告を受け、必要に応じて説明を
求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所に関して業務及び財産の状況を調査いたしました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務
の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決
議の内容及び当該決議に基づき整備された内部統制システムの状況について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人「明星監査法人」からは、事前に監査計画の説明を受け、協議を行うとともに、監査結果の報告を受け、意見交
換を行いました。さらに、会計監査人との連携に努めつつ、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施して
いるかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる
事項)を「監査に関する品質管理基準」等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。なお、監
査上の主要な検討事項については、明星監査法人と協議を行うとともに、その監査の実施状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。
２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は適時かつ適切に必要な見直しが行われており、その内容は相当であると認

めます。また、内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら
れません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人「明星監査法人」の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2024年５月２4日
株式会社デルソーレ 監査役会
常勤監査役

（社外監査役）金 原 俊 一 郎 ㊞

非常勤監査役 髙 栁 泉 ㊞
非常勤監査役
（社外監査役）山 田 勝 重 ㊞

以 上
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